


（事業計画書添付書類）
地域の水産業の発展に寄与するための定置漁業生産の維持・増大に向けた経営計画書
漁業権番号：定第○号　　　　　
漁場名：　　　　　　　　　　　
申請者名：　　　　　　　　　　
１　事業方針


２　経営方法
　　単独経営・共同経営（いずれかを記載）
　注１　共同経営の場合は、下表に記載すること(単独経営の場合は表を削除すること)。
２　出資の種類欄には、「現金」又は「資材」の別及びその出資の対象となるものを記載し、資材で出資する場合は、備考欄に資材名及びその数量を記載すること。
　　３　出資金額欄には、資材で出資する場合には、その推定評価額を記載すること。
	共同経営者名
	出資の種類
	出資金額
	議決権
	損益分配方法
	備 考

	
	
	　　千円
	
	
	

	
	
	
	
	
	



３　免許期間中の資金調達計画
	科　　　　　　　　　目
	金　　　　額
	備　　　　考

	自　　己　　資　　金
	千円
	

	借入先別
借入金額
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	


　注　借入金については、借入方法を備考欄に具体的に記載すること。

４　操業計画
　　別表のとおり。

５　雇用計画
　(1) 雇用従事者数
	区分
	地元市町村内の者
(A)
	Aを除く沿岸市町村在住の者
(B)
	A及びBを除く県内者
(C)
	県外者
(D)
	合　計
(A+B+C+D)
	備  考

	常時従事者
	　　 　人
	 　  　人
	   　人
	     人
	人
	

	臨時従事者
	
	
	
	
	
	



　(2) 常時従事者の雇用条件
	雇用者
内訳
	１人当たり平均１か月労賃
	歩合率
(A)/(B)
	最低保証額
	労働保険加入
(○印)

	
	固定給
	歩合給
(A)
	賞与
	その他
	計
(B)
	
	
	

	大　謀
	円
	円
	円
	円
	円
	％
	円/月
	

	船　頭
	
	
	
	
	
	
	
	

	機関士
	
	
	
	
	
	
	
	

	網　人
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務員
	
	
	
	
	
	
	
	

	炊事員
	
	
	
	
	
	
	
	



　(3) 常時従事者の定置漁業の経験年数
	区 分
	10年
	９年
	８年
	７年
	６年
	５年
	４年
	３年
	２年
	１年
	備考

	地元市町村内の者(A)
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	

	Aを除く沿岸市町村在住の者
(B)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	A及びBを除く県内者(C)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	県外者(D)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計(A+B+C+D)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



６　免許期間中の資材調達計画
	種類名
	１か統の
使用量
	自　己
	購入予定
	借　入　予　定
	備 考

	
	
	保有量
	数量
	金額
	数量
	賃借料
	借入先
	

	
	
	
	
	 千円
	
	 　千円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　
注１　種類名欄には、「土俵」、「漁網」、「ロープ」等と資材名別に記載すること。
　　２　１か統の使用量には、予備数量のものは含まない。自己保有量欄、購入予定欄及び借入予定欄には予備数量分も記載すること。

７　免許期間中の漁船調達計画
	船 名
	登録番号
	総トン数
	馬力数
	自己保有
(○印)
	購入予定金額
	建造予定金額
	借用予定
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	賃借料
	借入先
	

	
	
	
	
	
	千円
	千円
	千円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



８　免許期間中の漁舎、倉庫その他の施設整備計画
	名称
	面積
	自己保有
（○印）
	購入予定
金額
	建設予定
金額
	借用予定
	備考

	
	
	
	
	
	貸借料
	借入先
	

	
	ｍ2
	
	千円
	千円
	千円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



９　会計年度当たりの収支予算
　(1) 収入金額
	主な水揚魚種名
	数　　　　量
	金　　　　額
	備　　　　考

	
	　　　　　 トン
	 　　　　  千円
	

	
	
	
	

	その他
	
	
	

	計
	
	
	





　(2) 支出金額
	科　　　目
	金　　　額
	備　　　　考

	雇用労賃
	千円
	

	漁船費
	
	

	漁具費
	
	

	燃料費
	
	

	その他
	
	

	小　　計
	
	

	減価償却費
	
	

	合　　計
	
	


　注１　漁船費、漁具費は、修繕費及び消耗品費などを記載すること。
　　２　減価償却費は、漁船及び敷設漁具等の取得価格から算出すること。

　(3) 差引利益額　　　　　　　　　千円

10　収益性を高めるための取組
　　

11　漁具設計図
　(1) 側張図（箱網、登網、運動場及び垣網の大きさを表示すること。）
　(2) 網地仕立て図（箱網、登網、運動場及び垣網の仕様書など。）
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